
(単位:百万円)

       期  別

  科  目
% %

89,065 53.6 115,625 66.8 △ 26,560

7,323 8,931

5,544 13,681

31,666 38,432

114 11,052

           - 0

16,094 16,880

753 406

6,045 7,843

4,566 6,364

6,254 3,522

3,831 1,386

6,883 7,129

△ 13 △ 6

76,960 46.4 57,510 33.2 19,450

28,493 17.2 26,586 15.4 1,907

10,878 10,356

5,480 5,335

8,835 7,589

767 1,104

2,531 2,200

5,419 3.3 3,584 2.1 1,834

43,047 25.9 27,339 15.8 15,708

14,893 4,536

19,053 17,229

1,112 415

6,615 2,922

2,344 2,476

△ 971 △ 240

166,026 100.0 173,135 100.0 △ 7,109

比  較  貸  借  対  照  表

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

土 地

繰 延 税 金 資 産

（ 無 形 固 定 資 産 ）

（投資そ の他 の資 産）

投資有価 証券 ・出 資金

子 会 社 株 式 ・ 出 資 金

長 期 貸 付 金

流 動 資 産

現 金 ･ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形 固 定 資 産

増   減

(Ａ)-(Ｂ)

繰 延 税 金 資 産

資     産     の     部

金  額 構成比

平成14年３月期(Ａ) 平成13年３月期(Ｂ)
(平成13年３月20日現在)(平成14年３月20日現在)

金  額 構成比

仕 掛 品

自 己 株 式

製 品

半 製 品

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 ・ 構 築 物

機 械 装 置

単 独単 独単 独単 独

－ 25 －



(単位:百万円)

       期  別

  科  目
% %

84,611 51.0 85,705 49.5 △ 1,094

3,154 6,157

22,354 35,501

45,584 25,512

8,789 9,599

86 91

4,641 8,842

50,494 30.4 47,737 27.6 2,756

10,000 10,000

15,000 15,000

11,313 9,379

14,181 13,358

135,105 81.4 133,442 77.1 1,662

15,540 9.4 15,540 9.0               -

17,482 10.5 17,352 10.0 129

14,749 14,749

2,732 2,603

△ 4,153 △ 2.5 6,799 3.9 △ 10,952

           - 2

397 417

4,835 4,400

△ 9,386 1,979

(△ 10,323) (1,099)

2,059            -

△ 9            -

30,920 18.6 39,693 22.9 △ 8,772

166,026 100.0 173,135 100.0 △ 7,109

負     債     の     部

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

(Ａ)-(Ｂ)

長 期 借 入 金

転 換 社 債

金  額 構成比 金  額

平成14年３月期(Ａ) 平成13年３月期(Ｂ)
(平成14年３月20日現在) (平成13月20日現在)

構成比

社 債

増   減

未 払 費 用

別 途 積 立 金

利 益 準 備 金

欠 損 金

特 別 償 却 準 備 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

資 本 準 備 金

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

負 債 合 計

資     本     の     部

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 及 び 資 本 合 計

法 定 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 純 損 益 ）

資 本 合 計

単 独単 独単 独単 独
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(単位:百万円)

           期  別

  科  目
% %

売 上 高 113,474 100.0 158,944 100.0 △ 45,470

売 上 原 価 93,461 82.4 119,210 75.0 △ 25,749

販売費及び一般管理費 28,576 25.2 35,150 22.1 △ 6,573

△ 8,563 △ 7.5 4,584 2.9 △ 13,147

4,122 3.6 3,194 2.0 927

受 取 利 息 ・ 配 当 金 2,808 1,210

有 価 証 券 売 却 益 0 346

雑 収 益 1,313 1,637

1,401 1.2 1,758 1.1 △ 357

支 払 利 息 1,121             -

支 払 利 息 ・ 割 引 料             - 1,511

雑 損 失 279 247

△ 5,843 △ 5.1 6,019 3.8 △ 11,863

 

4,201 3.7 1,728 1.1 2,472

そ の 他

15,872 14.0 5,379 3.4 10,492

固 定 資 産 廃 却 損 93 239

厚生年金基金特別掛金             - 599

投 資 有 価証 券評 価損 3,890 2,301
退職給付会計基準変更時
差 異 償 却 5,214             -

そ の 他 6,673 2,238

△ 17,513 △ 15.4 2,369 1.5 △ 19,882

141 88

△ 7,332 1,181

△ 10,323 △ 9.1 1,099 0.7 △ 11,422

936 880

△ 9,386 1,979

税 引 前 当 期 純 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益

構成比 (Ａ)-(Ｂ)金  額

自平成13年３月21日

至平成14年３月20日

比  較  損  益  計  算  書

構成比 金  額

平成14年３月期(Ａ)

自平成12年３月21日

至平成13年３月20日

増   減

平成13年３月期(Ｂ)

営 業 利 益

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当 期 純 損 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

単 独単 独単 独単 独
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単単単単    独独独独    

重要な会計方針 

 
(１) 有価証券の評価基準及び評価方法    
① 子会社株式及び関連会社株式 －－－－－－－－－－  移動平均法による原価法 

 ② その他有価証券出資金   
時価のあるもの－－－－－ 決算日末の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算
定） 

         時価のないもの－－－－－ 移動平均法による原価法 
 
(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  ① 評価基準  －－－－－－－－－－－－－－－－－－－  原価法 
  ② 評価方法   
     製            品      注文品  －－－－－－－－－  個別法 
                           標準品  －－－－－－－－－  半期総平均法 
     半 製 品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 
     仕 掛 品          －－－－－－－－－－－－－－－  個別法 
     原材料・貯蔵品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 

 
(３) 固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産 

  ① 中間工場－－－－－－－－－－－   定額法によっております。 
  ② 上記以外－－－－－－－－－－－   定率法によっております。 

なお、建物（建物附属設備を除く）につ 
いては定額法によっております。 

無形固定資産 
定額法によっております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年） 
に基づく定額法を採用しております。 

 
(４) 引当金の計上基準 
① 退職給付引当金 －－－－－－－－ 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ 

る退職給付債務及び年金資産に基づき、当会計
期において発生していると認められる額を計上
しております。なお、会計基準変更時差異
（26,072百万円）については、５年による按分
額を費用処理しております。 

 
  ② 貸 倒 引 当 金        －－－－－－－－ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債 

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 
等特定の債権については債権の実情に応じて個 
別の引当額を計上しております。 

            
(５) リース取引の処理方法 －－－－－ リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 

れているもの以外のファイナンス・リース取引 
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準 
じた会計処理によっております。 

 
(６) ヘッジの会計処理  －－－－－－ 為替予約を付した外貨建金銭債権については、 

振当処理を行っております。 
 
(７) 消費税等の会計処理 －－－－－－－－－－－－－－  税抜き方式によっております。 
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単単単単    独独独独    
（追加情報） 

 
（１）退職給付会計 

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成10年６月16日））を適用しております。この結果、従来
の方法によった場合と比較して、退職給付費用が２,６０５百万円増加し、経常損
失は１,７８３百万円減少し、税引前当期純損失は２,７７９百万円増加しておりま 
す。 
また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給
付引当金に含めて表示しております。 

 
（２）金融商品会計 

当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成11年１月22日））を適用しております。 
この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常損失は１９百万円増加し、税
引前当期純損失は４,４１４百万円増加しております。 
また、期首時点で保有する有価証券のうち、１年以内に満期の到来する有価証券は
流動資産として「有価証券」に、それ以外のものは「投資有価証券・出資金」にそ
れぞれ含めて表示しております。 
その結果、流動資産の「有価証券」は １０,８９８百万円減少し、「投資有価証
券・出資金」は同額増加しております。 

 
（３）外貨建取引等会計処理基準 

当期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂
に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））を適用しております。 
この変更による損益に与える影響はありません。 
 

（４）前期において資産の部に計上していた「自己株式」（前事業年度末０百万円）は、
財務諸表等規則の改正により当期末においては資本の部の末尾に表示しております。 
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単単単単    独独独独    
 
 
 
(１) 子会社に対する短期金銭債権      14,618  百万円（前期 16,003百万円） 
                   長期金銭債権        1,313   百万円（前期    485百万円） 
                   短期金銭債務        5,182   百万円（前期 11,408百万円） 
 
(２) 自己株式の数                     18,110   株（前期  431株） 
 
(３) 有形固定資産の減価償却累計額     46,664   百万円（前期 44,786百万円） 
 
(４) 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な資産 

として電子計算機があります。 
 
(５) 担保に供している資産   有形固定資産      －    円（前期  － 百万円） 
 
(６) 保証債務（保証予約を含む）            6,851  百万円（前期 3,577百万円） 
 
(７) 受取手形割引高                       7,469  百万円（前期 9,146百万円） 
 
(８) 主な特別利益   土地売却益       3,148 百万円 

投資有価証券売却益 1,036  百万円 
 
(９) 主な特別損失   事業構造改善費用  3,196 百万円 
            ｾｶﾝﾄﾞﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝによる割増退職金  1,818 百万円 
            ゴルフ会員権評価損  504 百万円 
 
(10) １株当たりの当期純利益               △44円49銭（前期 4円74銭） 
(11) 子会社との取引高         売上高      27,974  百万円（前期 37,104百万円） 
                              仕入高      11,979  百万円（前期 19,394百万円） 
                営業取引以外の取引高       3,318  百万円（前期  4,781百万円） 
 
(12) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
 
 
 
 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
           貸借対照表計上額     時  価       差  額 
  子会社株式       535 百万円      2,873 百万円    2,338 百万円 
  関連会社株式     － 百万円      －  百万円       －  百万円 
 
 

有価証券に関する注記 

貸借対照表及び損益計算書の注記



(単位：百万円）

摘       要 平成14年３月期 摘       要 平成13年３月期

当 期 未 処 理 損 失 　　　　　　９，３８６ 当 期 未 処 分 利 益 　　　　　　１，９７９

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 　　　　　　　　　　－ 特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 　　　　　　　　　　２

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 　　　　　　　　　１８ 圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 　　　　　　　　　１９

計 　　　　　　９，３６８ 計 　　　　　　２，００１

これをつぎのとおり処理します。 これをつぎのとおり処分します。

利 益 準 備 金 　　　　　　　　　　－ 利 益 準 備 金 　　　　　　　　　９７

配 当 金 　　　　　　　　　　－ 配 当 金 　　　　　　　　９２８

1株につき4円

役 員 賞 与 金 　　　　　　　　　　－ 役 員 賞 与 金 　　　　　　　　　４０

(監査役分400万円を含む)

計 　　　　　　　　　　－            １，０６５

次 期 繰 越 損 失 　　　　　　９，３６８ 次 期 繰 越 利 益 　　　　　　　 ９３６

損　失　処　理　案

単 独単 独単 独単 独
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(A)-(B)
(B)

  

 

 

業  績  の  推  移

金 額 構成比

14年3月期 (Ａ)
自平成13年３月21日
至平成14年３月20日

 

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション 36.541,412

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル

158,944 100.0

29.1

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション

う ち 輸 出 高

55,266

46,27737,872 33.4

合       計 109,933

シ ス テ ム
エンジニアリング 29,734

34,507 31.4

100.0

38,765 35.3

シ ス テ ム
エンジニアリング 31,453 59.7

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション 9,977

う ち 輸 出 高

13,208 23.818.9

55,402100.0合       計 52,704

30.4

△ 16,500 △ 29.9

△ 8,404 △ 18.2

△ 4.9

(単位：百万円)

増      減

(A)-(B)

△ 10,224 △ 19.8

△ 45,470 △ 28.6

△ 15,791 △ 31.4

13年３月期（Ｂ） 
自平成12年３月21日
至平成13年３月20日

△ 2,697

△ 3,231

△ 48,084

50,299 31.8

100.0

35.0

構成比金 額

51,636 32.5

42,437 37.4

100.0113,474

76,278 48.0 △ 33,841 △ 44.4

シ ス テ ム
エンジニアリング 29,625 26.1 31,030 19.5 △ 1,404 △ 4.5

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル 41,433 37.7 73,968 46.8 △ 32,534 △ 44.0

18.2 950 3.3

158,018 100.0

28,784

54.2 1,419 4.7

12,159 22.0 △ 886

△ 24.5

△ 7.3
受

注

残

高

売

上

高

受

注

高

30,033

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル 11,273 21.4

27.0

合       計

単 独単 独単 独単 独
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［役員の異動］（平成 14年 6月 18日付） 

１ 新任予定取締役 
 取締役 管理部長 (管理部次長) 武

たけ
井
い
紘
こう

一
いち
 

 取締役 モーションコントロール 
事業部副事業部長 
兼 生産統括部長 

(モーションコントロール事業部 
副事業部長 
兼 生産統括部長) 

鬼
き
頭
とう

正
まさ

雄
お
 

 取締役 経営企画室長 (経営企画室長) 濱
はま

田
だ
兼
かね

幸
ゆき
 

 取締役 モーションコントロール 
事業部技術開発部長 

(モーションコントロール事業部 
技術開発部長) 

沢
さわ

 俊
とし

裕
ひろ
 

 取締役 財務部長 (顧問) 岩
いわ

田
た
定
さだ


ひろ
 

２ 新任予定監査役 
 常任監査役(常勤) (常務取締役  管理部長 兼 財務部長) 中

なか
村
むら
 功

いさお
 

 社外監査役 (株式会社福岡銀行取締役副頭取) 谷
たに

 正
まさ

明
あき
 

３ 退任予定取締役 
 専務取締役 ＣＳ推進本部長 兼 東京支社長 

(顧問就任予定) 

 山
やま
口
ぐち
 修

おさむ
 

 常務取締役 管理部長 兼 財務部長 
(常任監査役(常勤)就任予定) 

 中
なか
村
むら
 功

いさお
 

 
４ 退任予定監査役 
 常任監査役(常勤)  伊

い
藤
とう

隆
たか

興
おき
 

 監査役  中
なか

村
むら

正
まさ

徳
のり
 

５ 役付取締役の異動（昇格） 
 専務取締役  ロボティクスオート 

メーション事業部長 
（常務取締役  ロボティクスオート 

メーション事業部長） 
利
と
島
しま

康
こう

司
じ
 

 
［人事異動］（昇格）（平成 14年 6月 18日付） 
   理事昇格 
 理事  モーションコントロール事業部

生産統括部東京工場長 
兼 生産革新担当 

（モーションコントロール事業部生産
統括部東京工場長 
兼 生産革新担当） 

武
たけ

田
だ
清
きよ

美
み

 理事  財務部次長 （財務部次長） 天
あま

村
むら

倫
みち

人
と

 理事  管理部 欧州安川電機有限会社
出向 

（管理部 欧州安川電機有限会社出向） 久
く
藤
どう

 元
げん

 理事  開発研究所長 （開発研究所長） 宮
みや

原
はら

範
のり

男
お

以 上 


